ディスポーザ排水処理システムに関する取扱要綱

（目的）

第１条　この要綱は、四條畷市下水道条例施行規程（平成２９年規則第１７号。以下「規則」という。）第４条第７号の規定に基づくディスポーザ排水処理システム（以下「システム」という。）の設置及び維持管理等に関し必要な事項を定めることを目的とする。
（用語の定義）

第2条 この要綱において使用する用語は、四條畷市下水道条例（昭和６０年条例第２０号。以下「条例」という。）及び規則で使用する用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。
（１）　生物処理タイプ　　ディスポーザからの排水を専用配管で排水処理槽（排水処理部）へ導き、生物処理した後処理水のみを公共下水道へ排除し、汚泥等は別途廃棄する方式のシステムをいう。

（２）　機械処理タイプ　　ディスポーザからの排水を機械装置（排水処理部）によって固形分（以下「乾燥ごみ等」という。）と液状分とに分離し、分離された液状分のみを公共下水道へ排除し、乾燥ごみ等は別途廃棄する方式のシステムをいう。
（３）　使用者　　システムを使用する者をいう。
（４）　管理組合等　　共同住宅等において、システムの維持管理を使用者に代わって行う者をいう。
（５）　適合評価書　　システムが公益社団法人日本下水道協会（以下「下水道協会」という。）の作成した下水道のためのディスポーザ排水処理システム性能基準（案）（以下「性能基準（案）」という。）に適合することを示す文書をいう。
（設置の基準）　　
第３条　システムは、性能基準（案）に適合したもののうち、市長が設置を認めたものでなければならない。
２　前項に定めるシステム以外のディスポーザは設置してはならない。
（申請）

第４条　システムの新設、増設又は改造（以下「新設等」という。）を行うときは、条例第　　　　

５条第１項に基づき市長に申請しなければならない。

２　前項の申請を行うときは、規則第６条の規定によるほか次の書類を添付しなければな
らない。
（１）ディスポーザ排水処理システムの維持管理等に関する計画書（別記第１号様式）

（２）適合評価書の写し

（３）システムの維持管理業務委託契約書の写し　　ただし、申請を行うときに維持管理業務委託契約を締結していない場合は、維持管理業務委託契約確約書（別記第２号様式）

（４）システムの構造及び保守点検に関する図面及び資料

（５）その他市長が必要と認めるもの

（維持管理）

第５条　使用者又は管理組合等は、システムの性能を保持するため、維持管理に関して第４条第２項第１号の計画書に基づき適正な管理をしなければならない。

２  使用者又は管理組合等は、システムの維持管理に関し市長の指示に従わなければならない。

３　システムから発生する汚泥等又は乾燥ごみ等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）に基づき適正に処理しなければならない。

４　使用者又は管理組合等は、システムの使用にあたり公共下水道に影響を及ぼす事故又は故障が発生したときは、必要な措置を講じるとともに直ちに市長に報告しその指示に従わなければならない。
（資料の保管及び提出）
第６条　使用者又は管理組合等は、システムについての維持管理に関する資料等を３年間保管しなければならない。

２　使用者又は管理組合等は、システムが適正に維持管理されていることを確認するために前項の資料の提出を市長から求められたときは、速やかに提出しなければならない。

（立入検査等）

 第７条　管理者は、システムの新設等及び維持管理について必要と認めたときは、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１３条に基づく立入検査を行うことができる。
２　使用者又は管理組合等は、前項の検査に協力しなければならない。

（使用者又は管理組合等の義務の承継等）

第８条　システムを有する建築物等の譲渡、貸付等（以下「譲渡等」という。）があった場合、当該建築物等の譲渡等を受けた者は、前５条に定める使用者又は管理組合等の義務を承継する。
２　前項の規定により使用者又は管理組合等の義務を承継する者は、第４条第２項第１号の計画書を提出することにより、市長に承継の届出を行わなければならない。
附　則
　この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。
